
広 報 か ざ ま う ら平成 年 月号

（単位 百万円）

．一般会計等の財政状況 （単位 百万円）

．公営企業会計等の財政状況 （単位 百万円）

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政
対策債発行
可能額

標準財政規模標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政
対策債発行
可能額

標準財政規模

会 計 名 歳 入 歳 出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債現在高
債務負担
行為に基づく
支出予定額

備 考

一 般 会 計

一般会計等

会 計 名 歳 入 歳 出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債現在高
債務負担
行為に基づく
支出予定額

備 考

実質赤字額

（ ）
が負数の場合のみ

会 計 名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

備 考

簡 易 水 道 特 別 会 計

国民健康保険特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

老 人 保 健 特 別 会 計

公営企業会計等 計

会 計 名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支））

資金剰余額
不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

）
左のうち
一般会計等
繰入見込額

備 考

連結実質赤字額

（ （ ））
（ ）が負数の場合のみ

（注） ．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
．法適用企業に係るもの以外のものについては 総収益 総費用 純損益 の欄に、それぞれ 歳入 歳出 形式収支 を表示している。
． 資金剰余額 不足額（実質収支） は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（ ）で表示している。
． 左のうち一般会計等繰入見込額 は、企業債（地方債）現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位 百万円）

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
不足額

（実質収支）

左のうち
一般会計等
負担見込額

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備 考

下北地域広域行政事務組合

一部事務組合等名下北医療センター 法適用

青森県後期高齢者医療広域連合一般会計

青森県後期高齢者医療広域連合特別会計

青森県市町村総合事務組合

青森県市町村職員退職手当組合

青森県交通災害共済組合

一部事務組合等 計

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支））

資金剰余額
不足額

（実質収支）

左のうち
一般会計等
負担見込額

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

）
左のうち
一般会計等
負担見込額

備 考


